







The Designated Management Entity System and Nonprofit Organizations: 
百leRealities and Problems of Public Facility Management by Nonprofits 

























The Designated Management Entity Systern was introduced by the revision of the Local Autonomy Law in 2003. It 
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W部 expectedthat the law would exp叩 dan opportu凶yfor the private sector to enter into the m加 agementof public 
facilities and reduce the cost and improve the services to the public. It was also expected由atthe system could be a 
business chance for nonprofit organizations. However， some researches on this system indicated that only 5% of the 
total designated entities was nonprofits， inspite of the fact that a variety of nonprofits were designated. The interviews 
conduced by the author to the nonprofit managers whose organizations were designated部 adesignated management 
entity indicated following problems on this system: 1) staff compensations町elow due to a limited出nountof the fund 
for the facility management from a local public entity， 2)組 incomefrom fee for services is not sufficientωcover a 
shortage of the fund， 3)it is difficult to segregate pr吋ectsdone by a nonprofit itself from those done by a designated 
management entity， and 4) there isa gap between a mission of a nonprofit and awareness of staff who are employed 
exclusively for the public facilily. This paper discusses how nonprofits deal with the problems from a view point of 
nonprofit management， presents some ideas for them， and concludes the necessity for nonprofits to disclose the prob-
lems and for scholars to do a research based on the realities of the system. 
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設置者 公の施設の名称 指定管理者の名称 応募時の状況
新宿区 環境学習情報センター 新宿環境活動ネット 法人化直後に応募
福岡市 ぽんプラザホール、ゆめアール 福岡パフォーミングアーツプロジェクト 業務委託後に応募
草加市 草加市立西町児童館 草加・ JC気っ子クラブ 補助金運営後に応募
池田市 水月児童文化センター 北摂こども文化協会 管理委託後に応募
尼崎市 女性・勤労婦人センター 男女共同参画ネット尼崎 応募のため設立
八王子市 長池公園 フュージョン長池 管理委託後に応募
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2.少ない委託料がNPOの運営を阻害
指定管理者制度の枠組みでは、ミッションに基づきやろうとすることが希望通りにできないことがあると
しても、委託料が十分に提供され、剰余がでれば、それを財源として本体のNPOの独自の事業としてミッシ
ョンの達成に向けた活動を進めていくことが可能だロしかし、現実には、委託料は、極めて限られた金額し
か提供されない。
例えば、水月児童文化センターは、北摂こども文化協会に管理委託される以前の直営の時代、池田市の資
料によると、物件費と人件費をあわせると、 3，500万円ほどかかっていた。管理委託になった最初の年、市
が北摂こども文化協会に支払った金額は2.039万6.000円と、ほほ半分に減っているo 指定管理者になった後
も、委託費は変わらない。一方、北摂こども文化協会は、新規事業を相次いで開始、利用者も増加した。こ
のため、メディアなどには、 I費用は半分、サーピスは二倍」という活字が躍ったという。
委託費の決定にあたり、北摂こども文化協会は、池田市と何度も話し合いを行った。しかし、基本的に市
が金額を提示、「このなかで何とか考えてほしいJという姿勢だったという。池田市の資料によれば、直営
時代の総額3，500万円の運営費の内訳は、人件費3，100万円、物件費が400万円だった。管理委託になると、委
託費2，000万円余りの一部には、消費税がかかる。それでも、残りの資金のなかで、施設において市からの
委託で行われている各種事業への予算が130万円計上されたロまた、管理費などが300万円あり、人件費とし
ては1，570万円が委託費として支払われたにすぎない。
ひとことでいえば、人件費を大幅に縮減し、事業費を増加、市の財政削減に寄与しているということにな
る。これでは、安かろう、悪かろうで、サービスの低下になっても不思議はないD しかし、池田市が2002年
8月に作成した「水月児童文化センターの管理運営に関する資料jによると、新規事業が20も予定されるな
ど、積極的な事業展開が行われたこともあり、入館者は管理委託開始前の年度と比べると17.5%もの伸びを
示した。その後も、来館者は増加しているが、最近は、やや頭打ちになっている。
指定管理者になると、利用料収入は指定を受けた団体の会計に組み込むことができる。北摂こども文化協
会も、水月児童文化センターでの指定管理者として有料の事業を実施している。とはいえ、新たな事業を行
えば、それだけ職員の時間が割かれるロまた、講師などを呼べば謝金も必要になる。このため、有料事業は、
収益を生むところまでいかず、必要経費をカバーする程度に止まっているのが現状だ。委託費の不十分さや
利用料金収入の限界は、聞き取りを行った他の6つの団体でも程度の差はあるものの、同様に問題として理
解していた。
この問題に、 NPOは、どのように対応していけばいいのか。ひとつは、地方公共団体に人件費を含めた、
委託費の増額を求めることである。ただし、経費の縮減が目的のひとつである指定管理者制度において、こ
れは容易ではない。となると、なんらかの形で収入増をはかる必要がある。指定管理者として実施しにくい
ことで、母体のNPOならば実施でき、収益も見込める事業を開発することや、指定管理者に指定されている
ことによる信用を活用して母体のNPOの事業を拡大していくことなどが考えられる。いずれにせよ、指定管
理者と本体のNPOとを包括した戦略的なプランを策定しなければならないD
3.本体のNPOと指定管理者の矛盾
指定管理者制度で行われる事業は、指定を受けた団体が主催するものではなく、公の施設の設置者である
地方公共団体の事業となるc このため、指定管理者が公の施設でいくら自主事業を行っても、指定管理者の
実績にならない。のみならず、自主事業でえた参加者の情報なども、地方公共団体のものになる。指定管理
者としては、参加費という収入を除けば、メリットがほとんどない。そして、通常、参加費の収入は、事業
実施の支出で消えてしまう。
例えば、指定管理者が自主事業でセミナーを実施したとしよう。 3000円の参加費で50人が参加すれば、 15
万円の収入になるD だが、人件費を含めた広報費や講師への謝金などを15万円でまかなうのは至難の業だ。
のみならず、この事業は、公の施設としての事業である。対外的には指定管理者の本体のNPOとしての実績
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にならない。参加者の連絡先をデータベース化し、指定管理者になっているNPOの事業の案内に使うなどす
ると、個人情報保護の観点から問題になる。換言すれば、公の施設の事業は、本体のNPOとしては直接的な
メリットがないということだ。
こういう制度である以上、当然のことながら、指定管理者の本体であるNPOの中心事業を、指定管理者と
して管理運営を行う公の施設に持ち込むことは困難だ。例えば、本体のNPOは、ボランティア活動やNPOの
イベント案内の情報誌を毎月発行、 1万部配布しているとしよう白第三者的にみれば、この情報誌を指定管
理者になっている市民活動を支援する目的の公の施設で発行すれば、指定管理者の本体のNPOの業務の一部
が軽減され、一挙両得と思うかもしれない。しかし、それでは、本体のNPOの中心事業が流出し、団体の内
実が失われてしまう。
本体のNPOと指定管理者の矛盾は、スタッフの間でも現れてくる可能性が強い。指定管理者が管理運営を
行う公の施設のためだけに雇われた職員は、いわばプロパーである。このため、必ずしも本体のNPOへの帰
属意識をもたない。職員は、公の施設の業務を行っており、彼らの給与は委託費から支払われる。こういう
制度である以上、職員が本体のNPOへの帰属意識をもちにくいのは自然といえる。この状態を放置すると、
NPOにとっては、ミッションの達成に向けたオブジェクテイプとしての公の施設の管理運営という考え方が、
現場の職員によって貫徹されないことになってしまう。
この問題に対応するとしても、給与の財源をすべて本体のNPOから直接だすことは無理だろう。とすれば、
職員の採用から採用後のトレーニングを含めた人事管理において、本体のNPOのミッションの達成のための
業務であることをしっかり理解してもらう仕組みを作っておかなければならない。
まとめ
以上のように、 NPOが指定管理者制度を活用していくうえで、さまざまな課題が存在する。こうした課題
にどのように対応していけばよいのか。 NPOマネジメントの立場からいえば、なによりも現場からの具体的
な課題と対応策についての経験を集め、普遍化していくことが重要である。指定管理者制度が導入されて間
もないこともあり、まだこうした作業はほとんど手がつけられていない。今後、指定管理者となったNPOは
現場の課題を積極的に明らかにするとともに、現場の実態から学ぶ研究が広がり、 NPOによる指定管理者制
度の活用が社会的に意義のあるようになることを期待したいロ
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